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第１章 第 5次地域福祉計画策定の趣旨など 

1 地域福祉とは 

地域福祉とは、年齢や障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で自分ら

しく、安心、安全に暮らし続けることができるような仕組みを、地域に暮らす人々が主体と

なり、行政や支援機関、地域団体等と共につくっていくことです。 

吹田市民の福祉に関する実態調査（以下「実態調査」といいます。）では、ひとり暮ら

し世帯の割合が、２０１４年：12.5％、２０１９年：13.3％、２０２４年：17.0％と、年々増加

傾向にあり、何かあったときに必ずしもすぐに家族の助けが得られない、そもそも頼れる

家族がいない場合があります。一方、暮らしの基盤を支える公的サービスのみでは、自

分の興味や関心、心身の健康状態に合った生活を送ることはできません。人と人が支え

合って成り立つ社会の中で、健康でいきいきと暮らしていくためには、地域福祉の推進に

よる地域や人とのつながりがとても大切になります。 

また、生活する上での困りごとを抱えていても、本人が課題と認識していないことから、

行政や支援機関等による課題の発見が難しく、早期に適切な公的サービスにつなげら

れない場合であっても、普段関わりがある地域のコミュニティでのなにげない会話から

課題が発見されることがあります。 

地域福祉の推進においては、行政や支援機関等が提供する公的サービスと、身近に

寄り添い課題を発見する力を持つ地域が互いに連携し、生活課題の解決に向けた仕組

みや取組を計画的に推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コラム：「自分らしく暮らすとは？」 
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■コラム：「実はこれも地域福祉！」 
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2 計画策定の背景と主旨  

(1)策定の背景 

私たちを取り巻く社会問題は少しずつ変化しており、少子高齢化はもちろん、異常気

象による自然災害、物価高騰による貧困などさまざまです。また、情報化社会の進展に

伴う対面コミュニケーションの減少、ライフスタイルの多様化による核家族化や単身世帯

の増加によって、地域におけるつながりが薄くなっています。 

本市においても、緩やかではあるものの少子高齢化が進んでいる他、実態調査の結

果では、地域活動や福祉ボランティア活動における無関心層の増加など、地域との関係

の希薄化が見られており、防災や防犯などの地域共通の課題への対策がしづらくなった

り、社会から孤立する世帯が増えるという問題が発生しています。 

地域に住む世帯が抱える課題も複雑化・複合化してい

ます。子育てと家族の介護を並行して担う「ダブルケア」や、

８０代の親が５０代の子供の生活を支える「８０５０問題」、

子供が家事や家族のお世話を担う「ヤングケアラー」など、

1つの支援機関や分野だけでは解決が難しい課題が増加

しています。 

国においては、従来より行政や地域団体、地域住民など

みんなで支え・支えられて地域を共に創っていく地域共生

社会の重要性が示されていますが、その実現に向けて、本

市においても地域課題を我が事として捉えることや、各分

野の制度や縦割りを超えて支援に取り組むことが求められ

ています。 

 

 

  

■コラム：「少子高齢化って私たちの暮らしに影響あるの？」（介護保険料の推移に

ついて掲載） 

ダブルケアの 

イラスト 

ヤングケアラーの 

イラスト 
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(2)計画の趣旨 

本市においては、２０２２年３月に第４次吹田市地域福祉計画を策定し、これまでの間

に成年後見制度の利用促進（２０２４年７月に中核機関の設置）や複雑化・複合化した

課題を持つ世帯に対する包括的な支援体制を整備するための方策として重層的支援

体制整備事業の実施等、地域福祉の課題に対する取組を進めてきました。 

 P3「(1)策定の背景」でも述べたとおり、少子高齢化などの従来の課題はもちろん、

課題の変化や複雑化・複合化に対応し、子供から高齢者まであらゆる世代の人々が安

心して暮らせる社会の構築が求められています。 

 このように変化していく地域の現状や課題を踏まえ、本市の地域福祉をより効果的

に推進していく方向性を示すために第５次吹田市地域福祉計画を策定します。これによ

り、地域課題を我が事として捉え、行政や地域団体、地域住民などと協働し、地域共生

社会の実現をめざします。 

 

  
■コラム：「地域福祉計画ってどのように活用するの？」 
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3 社会福祉法の改正と地域共生社会の実現 

地域共生社会という言葉が初めて国の政策に登場したのは、２０１６年６月に閣議決

定された「ニッポン一億総活躍プラン」であり、支え手側と受け手側に分かれるのではな

く、地域の様々な人たちが役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域共生

社会の実現をめざすこととされました。 

この実現に向けた取組として、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律により、社会福祉法の一部が改正され、地域福祉推進の理念を

規定するとともに、市町村が努める包括的な支援体制づくり（「地域住民の地域福祉活

動への参加を促進するための環境整備」「住民に身近な圏域において、分野を超えて地

域生活課題について総合的に相談に応じ、情報の提供や助言等を行う体制の整備」

「支援機関が連携し、地域生活課題の解決に資する支援を一体的に行う体制の整備」）

について規定され、２０１８年４月に施行されました。 

地域包括ケアシステムとは、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関

する法律に基づき、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域においてその人らしく自立し

た日常生活を営むことを目的として、「医療」・「介護」・「予防」・「生活支援」・「住まい」

を包括的に確保できる体制を整備しようとするものです。 

このように「必要な支援を包括的に提供する」趣旨の施策は、生活困窮者自立支援

制度、地域子ども・子育て支援事業など個別分野でも実施されており、このような流れを

踏まえて、２０１９年５月に「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推

進に関する検討会」が設置され、包括的な支援体制を全国的に整備するための方策に

ついての検討がされました。 

同検討会は２０１９年１２月に最終とりまとめを公表し、市町村における属性を超えた

包括的支援を実現し、共生の場につなぐ仕組みづくりについて国へ提言し、その後、地

域共生社会の実現に向けた体制整備事業として、「属性を問わない相談支援」「参加

支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」の

創設などを内容とする社会福祉法の一部が改正され、２０２１年４月に施行されました。 
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■地域共生社会のイメージ図 
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4 計画の概要 

(1)計画の位置づけ 

本計画は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107条に基づくもので、計画の策

定は、2018年４月の法改正により努力義務とされました。 

本計画は、社会福祉法の趣旨や本市の現状と課題などを踏まえ、地域福祉の推進に

よりめざすべき姿を描くとともに複雑・複合化する課題に対応できる、世代や属性を超え

た包括的な支援体制を構築するため、策定するものです。 

また、本計画は、社会福祉法第106条の５に規定する「重層的支援体制整備事業実

施計画」、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」第14条第１項の規定に基づく、

本市における「成年後見制度利用促進計画」、及び「再犯の防止等の推進に関する法

律」第８条の規定する「地方再犯防止推進計画」を包含しています。 

なお、上記の各計画については、第３章において詳細を記載していますが、各基本目

標に該当する性質を持つことから、計画の明記箇所以外にも各計画内容に基づく取組

を記載しています。 

 

■重層的支援体制整備事業実施計画 

重層的支援体制整備事業は、地域主体で行われている既存の取組を生かし、複数

の支援事業を、各分野の制度や縦割りを超えて一体的に実施をすることで、市の支援

機関や地域団体、地域活動に参加する住民と連携して課題を抱える世帯への支援体

制を構築し、みんなで支え・支えられて地域を共に創っていく地域共生社会の実現を

めざすものです（事業内容の詳細は●ページを参照）。 

重層的支援体制整備事業実施計画は、重層事業の効果的な実施のため策定する

ものです。 
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■成年後見制度利用促進計画 

成年後見制度は、認知症、知的障がいや精神障がいなどで判断能力が不十分な

人の権利や財産を守る援助者を選ぶことで、その人の生活を法律的に支援するため

の制度です（制度の詳細は●ページを参照）。 

成年後見制度利用促進計画は、本市における成年後見制度の利用の促進に関す

る施策について基本的な事項を定め、成年後見制度の利用と権利擁護支援を総合

的かつ計画的に進めるため策定するものです。 

■再犯防止推進計画 

更生保護とは、犯罪や非行をした人が社会の中で適切に処遇し、地域社会の理

解・協力を得て、これらの人たちの自立や更生を助けることにより、安全、安心な地域

社会をつくることをめざす活動です（計画の詳細は●ページを参照）。 

再犯防止推進計画とは、更生保護など犯罪や非行をした人への支援に関する基本

的な事項を定め、これらの人が自立・更生し、地域と共に支え支えられて安全、安心な

社会を実現するために策定するものです。 
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(2)既存計画との関係 

本計画は、吹田市総合計画を上位計画とする福祉分野の個別計画であり、高齢者、

障がい者（児）、子供・若者、健康づくり、防災、その他関連する各分野の個別計画で示

されている内容を地域福祉の視点から捉え、それらに共通する理念や方向性を盛り込む

など、分野別の個別計画との調和を図るものです。さらに、これまでの各分野の枠組みを

超え、地域が抱える複雑・多様化した課題に対しても、分野横断的な連携をより一層深

化させていきます。 

 

 

■関連計画との関係図 
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(3)計画期間 

本計画の計画期間は、2027年度から 203２年度までの６年間とします。 

また、国の動向のほか、今後の社会情勢の変化により、必要に応じ計画内容の見直し

を行います。 

 

2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

2029 

年度 

2030 

年度 

2031 

年度 

2032 

年度 

           

 

  

第４次計画 第５次計画 
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(4)地域福祉の「圏域」の考え方 

地域福祉を推進していくうえでの課題は、地域住民一人ひとりの生活に密着していま

す。このため、地域福祉の推進における「圏域」は固定的なものではなく、住民主体で展

開される地域福祉活動、福祉サービスの内容や地域の実情などを踏まえて、それぞれに

ふさわしい圏域（エリア）を設定する必要があります。 

本計画における「圏域」は、それぞれの取組内容に応じて、隣近所、自治会、小学校区、

ブロック単位や全市域など多面的に捉えながら、それらを柔軟に組み合わせるなど重層

的に考えます。 

これにより、地域福祉活動の展開、助け合いや支え合いのネットワークの構築や福祉

サービスの提供など、公民協働による地域福祉活動のさらなる推進をめざします。 

 

 

 

 

  

市全域

ブロック

小学校区

近隣

個人・
家族

社会福祉協議会 

市民公益活動センター（ラコルタ） 

ファミリー・サポート・センター 

ボランティアセンター 

保健センター、保健所など 

コミュニティセンター 

地域子育て支援拠点 

地域包括支援センター 

障がい者相談支援センター 

コミュニティソーシャルワーカー

（ＣＳＷ） など 

民生委員・児童委員、地区福祉委員 

留守家庭児童育成室（放課後児童ク

ラブ） など 

自治会 

自主防災組織 

隣近所 など 
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(5)支え・支えられの関係 

社会福祉法第４条では「地域福祉の推進」が規定され、地域住民、社会福祉事業者、

社会福祉に関する活動を行う者を「地域住民等」と呼び、相互に協力して地域社会にお

ける福祉の実現に努めることを求めています。 

地域住民等は、日常の活動の中で地域の問題を見つけることや、ボランティア活動な

どに参加することで地域福祉に関わることができ、このような主体的な関わりがより効果

的な支援につながります。しかしながら、地域福祉の推進にあたっては、人材の育成、制

度の整備など様々な課題があり、これらに対応するためには、行政だけでなく地域住民

等と協働し、お互いに支え合う「支え・支えられの関係」を築くことが大切です。 

この「支え・支えられの関係」は、地域の様々な支援機関が制度や分野を超えてより

良い地域を創っていく上でも重要な考えとなりますが、一人ひとりの地域住民等が果た

す役割においても、欠かせない考えとなります。 

 

■環境による役割の違いの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イラスト掲載予定 
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■コラム：「「地域住民」とは誰のことか」 
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(6)策定体制 

本計画の策定にあたっては、市長の諮問により、市の附属機関である「 吹田

市社会福祉審議会」において調査審議を行いました。また、計画策定期間中は

同審議会に 地域福祉計画策定部会」を設置し、実態調査の調査票や計画素案の

作成についてより具体的に検討を進めました。 

庁内においては、「吹田市地域福祉計画庁内推進委員会」を中心として、計画策

定に関する検討を進めました。 

計画策定にあたっては、実態調査やパブリックコメントの実施など、広く地域住民に

意見をいただきながら進め、各会議などの検討を踏まえてとりまとめられた計画案に

ついて答申を受けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇地域福祉に関する実態調査 

市民を対象としたアンケート調査。結果を計画策定の基礎資料として活用。 

〇パブリックコメント（市民意見募集） 

計画案等をホームページ等に公表し、広く市民等から意見を募集すること。 

〇地域福祉市民フォーラム 

地域住民と一緒に地域福祉を考える場として、毎年テーマを決めて開催。 
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【地域福祉計画推進専門分科会を統合】 

本市では、吹田市社会福祉審議会規則に基づき、高齢分野、障がい分野など、分

野ごとに専門的な内容について調査審議をする場として「専門分科会」を、各専門分

科会で議論した内容の報告・評価などをする場として「全体会」を設置しています。 

地域福祉という分野においても、「地域福祉計画推進専門分科会」にて地域福祉

計画の策定及び推進にかかる事項の調査審議を行っていましたが、2025年7月の

規則改正により、地域福祉計画推進専門分科会を全体会に統合しました。 

全体会は各専門分科会に所属している委員が出席する会議体であることから、全

体会では、より一層幅広い分野の委員による地域福祉の議論が可能となり、専門分

科会では、全体会での地域福祉についての議論を踏まえた調査審議が可能となりま

した。 
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5 計画の推進と進行管理 

(1)市と社会福祉協議会の連携による推進 

地域福祉計画を進めていくためには、市と社会福祉協議会の連携・協働が必要です。 

どちらも地域において福祉を支える機関ですが、それぞれの立場や役割は異なってお

り、相互に連携することで支援体制を作っています。 

市は法律や制度に基づいて福祉サービスを提供・実施し、地域住民が公平かつ安定

的にサービスを受けられるように制度を整えることで、地域全体における福祉の土台づく

りを担っています。 

一方で、社会福祉協議会は「地域福祉活動計画」を策定し、民間の社会福祉法人と

して地域に根付いた活動を行っており、地域住民からの相談対応や生活上の困りごとへ

の支援、高齢者の見守りや交流の場づくりなど、住民に寄り添った活動を担っています。 

また、相談に行くことが難しい方や制度の狭間にある課題を抱えた方に対して積極的

に働きかけ、必要なサービスや情報を提供するアウトリーチ型の支援を行っており、市や

専門機関への「つなぎ役」として重要な役割を担っています。 

両方がそれぞれの立場から連携を強化し、地域において切れ目のない支援を実施す

ることで計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

吹田市と吹田市社会福祉協議会の役割の違いを交えたイラスト 
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■社会福祉協議会について 

社会福祉協議会は、社会福祉法第 109条により「地域福祉の推進を図ることを目的

とする団体」として位置付けられ、地域の方々や福祉・保健・医療などの関係機関や専門

家、当事者組織などで構成されている民間の福祉団体（社会福祉法人）です。本市には、

吹田市社会福祉協議会が設置されています。 

吹田市社会福祉協議会では、地域住民同士の助け合いや支え合いの活動を支援す

るため、市内 33地区に組織された地区福祉委員会を中心に小地域ネットワーク活動を

進めるなど、地域の福祉活動推進の要となって活動を展開しています。 

さらに、ボランティアセンターの運営、寄附金や物品を市内の福祉施設や団体等に橋

渡しをする「善意銀行」の取組や、100 を超える民間福祉施設が種別を超えて連携して

地域貢献活動をしている施設連絡会事務局など、多岐にわたる活動を行っています。 

複雑化・複合化していく地域課題に対応していくために、その役割は今後ますます重

要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～地域共生社会をめざして～ 
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(2)計画の進行管理 

本計画の実施期間において地域福祉の取組が一層推進されるよう、地域福祉に関

わる事業などの成果や進行状況を継続的に確認・評価していくことが重要です。 

このため、社会福祉審議会において、Plan（計画）‐Do（実施）‐Check（評価）‐

Action（改善）のＰＤＣＡサイクルに沿って計画の進行管理を行い、効果的かつ効率的

に取組を推進します。 

また、評価にあたっては、総合計画や関連する個別計画などによる数値指標を活用す

るとともに、地域住民との協働による意識の変化のような数値化が難しい取組の成果

などにも留意して行うことで、取組の改善や成果の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５次吹田市 

地域福祉計画 
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第２章 地域福祉計画の基本方向  

1 計画の基本理念 

第４次吹田市地域福祉計画では、「みんなでつながり 安心・いきいきと暮らせるまち 

吹田」を基本理念に、地域全体でつながりながら支え合えるまちづくりを進めてきました。 

地域福祉をさらに推進していくためには、地域住民や地域で活動する多様な主体、

関係機関、行政がつながり、地域全体で支え合う仕組みの構築が必要です。 

引き続き、様々な地域福祉に関する施策を展開し、高齢者、障がい者、子供を含むす

べての市民が、それぞれの役割をもって支え・支えられの関係づくりを進め、地域を共に

創っていく地域共生社会の実現をめざしていきます。 

本市における地域共生社会の実現には、地域住民同士がつながり、顔の見える関係

を築きながら、主体的に地域福祉活動が展開されることや、その活動から発見される

様々な課題に対して、地域住民と支援者が支え合い、課題に対して向き合い、多様化し

た課題に対しては、支援者同士が分野を超えて支え合うことが重要です。 

第５次となる本計画においても、この基本理念を踏襲し、地域福祉に関する施策を引

き続き推進することで、地域共生社会の実現をめざしていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つながりつづけ

る仕組み 

様々な課題にみんな

で向き合える体制 

つながり・ 

支え合えるまち 

みんなで支え合

える関係 

みんなでつながり 

安心・いきいきと暮らせるまち 

吹田 

【基本理念】 
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第５次吹田市地域福祉計画では、身近な相談支援者や、分野ごとの支援機関などの

連携により、みんなでつながる仕組みづくりを進めます。また、地域の相談員であるコミュ

ニティソーシャルワーカー（CSW）が様々な場面に応じてつなぎや連携に向けて支援す

ることで、地域団体や支援機関との連携をより有機的なものとなることをめざします。 

具体的には、以下の総合的支援のネットワークのイメージを基に３つの基本目標を掲

げ、地域全体で支え支えられの関係となるよう地域福祉を推進します。 

■総合的支援のネットワークイメージ図 
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2 基本目標  

(1)地域住民同士のつながりや支え合いの推進 

【現状と課題】 

◆少子高齢化や核家族化、単身世帯の増加などにより、本市においても、従来の地

縁を基盤とした地域のつながりが希薄になり、住民同士の関係が築きにくい状況

がみられます。また、実態調査の結果では、地域住民の交流について気になってい

ることについて、「特にない」が 43.3％で、前回調査の 36.4％から 6.9 ポイント

増えていることからも、地域に関心がない層が増加していることがわかります。 

◆実態調査の結果では、普段の近所付き合いの程度は、「ほとんど付き合っていな

い」が 25.7％で、前回調査の 13.3％から 12.4ポイント増えています。また、自治

会に加入していると回答した世帯は 45.6％で、前回調査の 53.5％から 7.9ポイ

ント減っていることや、地域活動への参加・取組状況における、「自治会の行事」の

割合は 13.5％で、前回調査の 20.8％から 7.3ポイント減っていることから、自治

会離れの進行が伺えます。さらに福祉ボランティア活動に参加していない割合は

78.4％で、前回調査の 73.8％から 4.6 ポイント上昇しており、地域活動とボラン

ティア活動ともに参加していない人の割合が増えています。 

◆一方、地域で力を合わせて安心して暮らすために、住民が主体的に取り組むこと

について、実態調査の結果では「住民相互の日常的な対話・交流・支え合い」

（34.4％）や「地域の問題を自分のこととして考えること」（30.1％）、「自治会な

どが住民の身近なくらしの問題や安全・防犯などに取り組むこと」（20.8％）が上

位となっています。 

◆実態調査の結果では、地域活動に参加してみたいと思える活動内容として、「自

分が興味・関心のある内容を扱っている」（24.5％）が最も多く、参加者を増やす

ためには「自分が興味・関心のある内容」が地域活動のテーマとして求められま

す。 

◆令和 7 年度地域福祉市民フォーラムで実施した意見交換会では、地域のイベント

やボランティア、サークル活動等に参加したことで、「若い世代や留学生など、普段
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話すことのない人との新たなつながりができた」「今までフルタイム勤務のため知

り合いが少なかったが、活動参加により友達が増えた」等、活動を通じて交流のき

っかけを持てたという意見が多く見受けられました。 

 

【目標達成に向けた取組の考え方】 

 近隣との交流は、地域コミュニティにおける情報交換の場となるだけでなく、緊急

時・災害時においても、地域での支え・支えられの関係づくりにつながるものと考え

られます。こうした支え・支えられの関係の促進には、「顔の見える関係」が土台に

なることから、近所付き合いを増やしていく取組が必要と考えられます。 

 緊急時の対応や安否確認など、地域住民による支え・支えられの関係は強固な地

域コミュニティの構築につながります。ひとりで解決できない問題については、支

え・支えられの関係により解決することができるよう、近隣住民同士が「顔の見える

関係づくり」を行うことが必要です。 

 

【必要な取組】 

⚫ 住民同士が気軽に交流できる機会を増やし、あいさつや声かけをはじめとした近所

付き合いや顔の見える関係づくりを進めます。 

⚫ 地域で活動する様々な団体の活動を活性化することや、市民の地域福祉に関する

意識の醸成や担い手の育成・確保に向けた支援を行うことで支え・支えられの関係

づくりを促進します。 
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(2)公民協働で支え合う体制の充実  

【現状と課題】 

◆少子高齢化や核家族化の進行に加え、近年の物価高騰等を背景に、障がい者や

子育て世代をはじめ、生活困窮世帯などの支援を要する方々の増加や、ヤングケ

アラーなど子供・若者の生活への影響が大きくなっています。子供・若者を取り巻

く課題については、早期発見が難しいことや、家庭環境の影響を受けやすいといっ

た特性があります。 

◆実態調査の結果では、くらしや健康・福祉に関する制度や施設・サービスについて、

日頃気になっていることについて、「特にない」が 38.9％で、前回調査の結果から

8ポイント増えており、地域の情報や課題への関心が低下している傾向が見られま

す。 

◆実態調査の結果では、自由意見として、「地域で困っている実情をホームページや

市報に載せてほしい」「いろいろ取り組んでいるのはわかるができると思えない、

ニーズに合っているのか疑問である」等の意見があり、地域のニーズや実状の把

握に課題があると考えられます。 

◆実態調査の結果では、自由意見として、「視覚障がい者が安心して歩けるように」

「歩道がガタガタ」「様々な立場の人にやさしい取組をしてほしい」等、様々な立場

の人が暮らしやすい環境づくりに関する意見が複数見られました。また、合理的配

慮の認知状況について、「ことばも内容も知らない」が 45.8％と約半数を占めて

おり、まだまだ周知に課題が残る結果となりました。 

◆実態調査の結果では、日常生活で困っていることや不安なことについて、「不安は

ない」を除いて「経済的なこと」が 31.5％で最も多く、前回の調査から 4.6ポイン

ト増えています。また、自由意見として、 「物価が高い」「物価高対策を期待」等の

意見が見られ、近年の物価高騰による経済的な不安が高まっている結果となりま

した。 

  



 

24 

 

【目標達成に向けた取組の考え方】 

 子供・若者や働き手世代など地域活動に携わる機会がない方や地域に関心がな

い方に対して、地域の情報や市の制度・事業について効果的に発信していくことが

重要です。 

 地域住民と支援者が連携しながら活動に取り組むことで、地域の課題やニーズを

より細やかに把握できるような仕組みをつくっていくことが重要です。 

 市内で活動する関係団体間の活動に関する情報共有や意見交換の場の設定など、

各活動の連携を促進することにより活動内容の充実を図ることが重要です。 

 合理的配慮の面や就労面において、誰もが暮らしやすい環境づくりに取り組むこと

が重要です。 

 

【必要な取組】 

⚫ 地域活動などの地域の情報を効果的に発信できるよう、イベントや講座におけるテ

ーマの設定や、取組方法の工夫に努めます。 

⚫ 健康づくり等福祉分野以外での地域共通の課題である分野との連携や、地域貢

献活動をする民間の事業者との連携を推進する等により、取組の幅を広げます。 

⚫ 住環境の整備や合理的配慮の周知等により、暮らしを支える環境の整備に努めま

す。 

⚫ 多様化する働き方に応じて、一人ひとりの状況に寄り添った就職支援を進めます。 
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(3)分野を超えて支え合う包括的支援体制の基盤強化 

【現状と課題】 

◆本市は都市部特有の人口の流動性の高さや、大学や研究機関の集積などを背景

に、単身世帯、共働き世帯、高齢者世帯、子育て世帯といった多様な生活様式が

広がっています。近年では地域との関わりが希薄化し、困りごとを抱えていても相

談や支援につながりにくい状況が生じていると考えられます。また、高齢、障がい、

子育て、生活困窮などに関わる課題が複合的に重なる世帯も増え、分野別の制度

や専門的支援だけでは十分に対応することが難しくなっています。さらに、地震や

豪雨といった自然災害や、特殊詐欺の増加といった社会的課題も懸念されており、

個人や行政だけでなく、地域全体で対策を講じていくことが求められています。 

◆実態調査の結果では、くらしや健康・福祉のことでの相談先について、「配偶者」

（56.6％）が最も多く、次いで「子供」（34.9％）、「友人・知人」（33.5％）、「親」

（31.5％）などの身近な関係者が上位となっている一方、「地域包括支援センタ

ーの職員」や「民生委員・児童委員」「社会福祉施設の職員」「社会福祉協議会

の職員」「地区福祉委員」「スクールカウンセラー、コミュニティソーシャルワーカー」

など福祉の専門職を選択する割合は５％未満と低くなっています。また、くらしや健

康・福祉に関する相談窓口で認知度が高い上位の窓口は、「保健所」（85.3％）、

「市役所」（85.1％）、「かかりつけ医などの医療機関」（83.4％）に対し、「知ら

ない」割合が高い相談窓口は、順に「居住支援協議会」（76.6％）、「更生保護サ

ポートセンター」（73.7％）、「市民公益活動センター（ラコルタ）」（72.6％）、「吹

田市権利擁護・成年後見支援センター（けんりサポートすいた）」（68.0％）となっ

ています。これらの結果は、くらしや健康・福祉に関する困りごとが生じた際、家族

や身近な人に相談が集中し、福祉の専門職や相談窓口が十分に活用されていな

い実態を示しています。また、このような実態により、身近な相談者がいない単身

世帯や高齢者世帯が相談窓口につながるまでに時間を要する、近年増加してい

る複雑化・複合化した課題を抱える世帯がどこに相談したらいいかわからないま

ま状況が悪化するなど、支援が必要な人が適切な窓口につながりにくい状況が

考えられ、課題の早期発見・早期支援を困難にし、問題の深刻化を招く要因につ
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ながる可能性があると考えられます。 

◆実態調査の結果では、自由意見として、「窓口をたらい回しにされないようにして

ほしい」「相談窓口がわかるものがほしい」等の意見があり、相談窓口や支援機

関の連携や情報の周知が課題であると考えられます。 

◆成年後見制度の認知度について、実態調査の結果では 70.2％となっており、前

回調査の結果（72.0％）とほぼ同程度となっており大きな変化はありません。また、

財産の管理や契約の手続きについて、自分ひとりで判断することが難しい方がい

た場合の相談先は、「家族・親族」（62.3％）が最も多く、次いで「市役所」

（26.3％）、「専門職（弁護士・司法書士など）」（21.4％）となっています。 

◆防災に関する取組や情報について知っているものは、実態調査の結果では「災害

時の避難所」（76.7％）が最も多く、次いで「防災ブック」（47.8％）、「吹田市一

斉合同防災訓練」（37.9％）となっています。前回調査の結果に比べ、「避難指示

などの緊急時の避難情報」は 18.4ポイント、「防災ブック」は 11.1ポイント、それ

ぞれ減少しています。 

◆非行や犯罪をした人の立ち直りに協力することについて、実態調査の結果では、

『協力したい』の割合は 17.2％に対し、『協力したくない』の割合は44.3％となっ

ています。協力したくない理由は、「自分や家族の身に何か起きないか不安だから」

（50.1％）が最も多く、次いで「犯罪をした人と、どのように接すればよいかわから

ないから」（42.4％）、「犯罪をした人と、かかわりを持ちたくないから」（38.4％）

となっています。 

 

【目標達成に向けた取組の考え方】 

 地域の課題やニーズは複雑化・複合化しているため、現在の仕組みでは対応しに

くい「制度の狭間」の課題にも対応できるよう、専門相談機関が分野を超えて連携

し、サービスや支援につなげる仕組みの構築が重要です。 

 専門性を要する相談内容にきめ細かく対応するため、関係機関との連携の強化が

必要です。 

 成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用促進に向けた周知のほか、利用し

やすい制度への改善を検討する必要があります。 
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【必要な取組】 

⚫ より一層複雑化・複合化する地域住民の生活課題や福祉課題に対応するため、

CSW（コミュニティソーシャルワーカー）が個人や地域に働きかけ、困りごとを早期

に発見し、適切な支援につなぐ体制づくりを推進します。 

⚫ 地域住民や関係団体、専門機関やその専門職、行政が連携し、各分野が持つサー

ビスや支援内容を一体的に実施することで、複雑化・複合化した課題に対して重層

的・包括的に支援する体制づくりを整備します。 

⚫ 誰もが安心して暮らしていけるように、関係機関の連携を強化し、地域におけるネッ

トワークの構築に向けて包含する計画や関連事業の推進に向けて取り組みます。 
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第３章 施策の展開 

計画の施策体系 

 

  

地域住民同士の 

つながりや 

支え合いの推進 

基本 基本目標 

み
ん
な
で
つ
な
が
り 

安
心
・
い
き
い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち 

吹
田 

基本目標１ 

公民協働で 

支え合う体制の充実 

基本目標２ 

分野を超えて 

支え合う 

包括的支援体制の 

基盤強化 

基本目標３ 

(1)お互いの顔の 

見える関係づくり 

(2)地域福祉活動に 

関する支援 

(1)福祉・健康への 

取組の充実 

(2)暮らしを支える 

環境の整備 

(1)権利擁護の推進 

(2)地域福祉のセーフ 

ティネットの拡充 

施策の方向 具体的施策 

①地域住民間の交流促進 

【重点施策】 

②地域活動・ボランティア

活動の促進 【重点施策】 

①地域で活動する諸団体への

支援 

②みんなの居場所づくり 

③人権・福祉等に対する 

意識の向上に向けた機会の 

提供 

①つながりを意識した 

福祉や子供、若者の制度 

の充実 

②健康づくりの推進と 

地域医療体制の充実 

①誰もが暮らしやすい生活

環境の形成 

②就労と働きやすい環境 

づくりへの支援 

①意思決定支援を重視した

成年後見制度等の利用 

促進   【重点施策】 

②権利擁護支援に係る 

地域連携ネットワークの 

構築と強化 

①重層的な支援体制整備の

推進   【重点施策】 

②地域の安心・安全を 

支える体制の強化 

【重点施策】 
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基本目標 1 地域住民同士のつながりや支え合いの推進 

施策の方向(1) お互いの顔の見える関係づくり 

①地域住民間の交流促進 

地域には、同じ趣味を持つ人の集まりやボランティア団体、自治会といった様々なつな

がりの場が存在しています。地域においてそれぞれの活動が活発に展開されることは、

参加者にとって居場所や生きがいにつながるだけでなく、近所や地域で「顔の見える関

係づくり」が促進されることで防犯や防災にも役立つなど、住民みんなが安心して暮らし

ていくためにとても重要です。「顔の見える関係」とは、単に顔や名前を知っているだけで

はなく、日常の中でゆるやかにつながり、「あいさつができる」「立ち話ができる」など、お

互いに気軽に声をかけ合える関係を指します。 

実態調査の結果でも、「地域で力を合わせて安心して暮らすために必要な住民の主

体的な取組」として、「住民相互の日常的な対話・交流・支え合い」が最も多い回答とな

っていることから、住民一人ひとりが地域においてお互いに存在を認識し、朝の通勤・通

学時や家の前で会った時など日常的なあいさつや声かけを行うこと、さらには地域行事

を通じた交流を積み重ねることは、お互いの信頼関係を醸成し、地域生活における安心

感を高める重要な要素となります。こうした顔の見える関係性は、日常生活における有益

な情報交換を可能にするだけでなく、生活上の困りごとが生じた際の早期発見や、支え・

支えられの関係による課題解決へとつながる強固な地域コミュニティの構築に寄与しま

す。 

また、地域での孤立化を防ぐためには、既存の地域交流を目的とした取組を継続・強

化するとともに、これまで地域活動への参画機会が限定的であった層へのアプローチと

して、参加に伴う心理的・物理的なハードルを緩和した、多様な住民が参加しやすいフリ

ースペースなどの「ゆるいつながり」の場を確保することが求められます。高齢者や障が

い者（児）や子育て世帯などの属性に捉われず、誰もが等しく交流に参加できるよう、多

様な主体の連携による交流機会の確保を進め、地域社会全体で支え合える関係づくり

を目指します。 
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■コラム：「ラコルタの取組」 
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②地域活動・ボランティア活動の促進 

住民同士のつながりや支え・支えられの関係性を地域に定着させていくためには、住

民により自主的に組織された自治会や、小学校区単位で展開される地区福祉委員会に

よる小地域ネットワーク活動などの地域福祉を支える活動の活性化を図ることが重要で

す。自治会は、一定の区域に住む人々が協力し合い、市民体育祭などの親睦行事から、

防犯・防災、環境整備にいたるまで、多岐にわたる活動を自主的に運営する重要な組織

です。また、地区福祉委員会を中心に進められる小地域ネットワーク活動は、地域での

「ふれあい昼食会」や「子育てサロン」などの取組を通じて、身近な場所での支え・支え

られの関係づくりに大きな役割を果たすボランティア活動です。これらの活動は、住民自

らが主役となって自分たちの住むまちをより良くしていくための原動力となります。 

こうした地域活動やボランティア活動は、住民一人ひとりが自らの意思で参加し、取り

組んでいくことができるものです。活動を通じて、地域に山積する多様な課題に柔軟に

対応することは、参加する本人にとっても「やりがい」や「喜び」といった新しい自己の発

見につながり、自分自身や周囲に良い影響を与える大きな力となります。 

実態調査では、地域活動に参加してみたいと思える活動内容として「自分が興味・関

心のある内容を扱っている」という回答が最も多くありました。「自分が興味・関心のある

内容」という視点を重視し、住民の興味や参加意欲をさらに高めていくため、地域福祉

を考える場として、地域諸団体の福祉に関する活動紹介などを行う「地域福祉市民フォ

ーラム」や福祉に触れあうきっかけづくりである「福祉に関する意識啓発」を引き続き実

施します。これらの取組が、これまで接点が少なかった層を含めた幅広い住民に「自分

にも何かできることがありそうだな。」と感じてもらえる機会となるよう、実際の活動風景

を「見える化」して届けるなど、戦略的な情報発信に継続的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

  

■コラム：「自治会活動の活性化」 
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施策の方向(2) 地域福祉活動に関する支援  

①地域で活動する諸団体への支援 

地域の中では、民生・児童委員協議会や保護司会、地区福祉委員会といった、地域に

根付いた団体も活動をしています。これらの団体は、地域における身近な相談員として、

住民が抱える生活課題や困りごとの解決・改善を行っています。また、高齢者や子供へ

の見守り・声かけ活動やイベントの開催など、人のつながりや居場所づくりに関わる活動

も実施しており、誰もが支え・支えられる地域を創るために欠かせない存在です。 

しかし、地域団体が活動を続けていくにあたり、高齢化や担い手不足、活動場所の確

保、地域や年代によっては活動内容があまり知られていないといった問題があります。 

地域活動・ボランティア活動への関わり方については、現代社会における住民のライフ

スタイルの多様化に合わせて、これまでの伝統的な枠組みにとらわれず、個人の専門的

なスキルや趣味を生かした活動、あるいは自分の生活リズムに合わせた短時間の参加

など、「無理のない範囲で、自分にぴったりの関わり方」が選べる仕組みを整える必要が

あります。仕事や家事、育児などで多忙な現役世代や若年層にとって、特定の組織に固

定的に所属し続けることは容易ではありません。忙しい世代でも隙間時間を利用して地

域活動に参加しやすくなるよう、連絡調整や事務作業の負担軽減を目的に、ICT（情報

通信技術）の活用支援に取り組むなど、誰もが自分にできる範囲で楽しみながら地域

活動が持続できるように、引き続き、活動への補助金交付や、活動の拠点・場所の整備、

これらに関する情報提供などを通じて、地域福祉のさらなる推進に向けた支援を進めて

いきます。 
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～地域に根付いた活動を行う団体の紹介～ 

概要やどのようにして地域に関わっているかを紹介します。 

 

  

■コラム：「保護司会とは？」 

■コラム：「地区福祉委員とは？」 

活動の様子 

（写真） 

活動の様子 

（写真） 

■コラム：「民生委員・児童委員協議会とは？」 

活動の様子 

（写真） 
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②みんなの居場所づくり 

自治会や地域におけるボランティア活動といった、同じ地域に住む人を中心として構

成される集まりは、地域住民の居場所としても重要な役割を担っています。一方で、近年

の社会において、核家族化や共働き、単身世帯の増加といったライフスタイルの変化、情

報通信技術の発展に伴い、人と人のつながり方や居場所の在り方が多様化しています。

特に SNS の影響は大きく、外出や移動を伴わずに人とつながることが出来るようになり、

孤独・孤立を防ぐための重要なツールとなりました。また、ライフスタイルに合わせて、習

い事や共通の趣味、ワークショップのような特定のイベントなど、任意で参加できるゆる

やかなコミュニティも増加しています。 

このようなつながりを介して家庭や学校、職場以外にも居場所が出来ることで、人間

関係が広がる、安心感が得られる、新しい知識や価値観に触れることができる等多くの

メリットがあります。実態調査においても、地域活動に参加していると回答した方に対して

「参加してよかったことは何」を尋ねると、「同年代、同じ立場の人と交流できること」、

「いろんな年代の人と交流できること」など、人との関わりが主な理由となっていました。 

そして、居場所の多様化は、複雑化・複合化した課題を抱えて社会から孤立した人が

社会に参加するきっかけや、「生きづらさ」を抱える人の孤独・孤立防止や自殺対策とし

ても有効です。居場所を通じて本人が自分の能力や価値を実感し、地域や社会に参画

することで担い手不足が解消されるだけでなく、地域や社会がその人を通じて社会問題

に対する関心を持つなど、多方面に影響を及ぼします。また、犯罪・非行をした人も地域

から孤立させず、居場所があることで本人の更生や再犯防止にもつながります。みんな

の居場所づくりは、誰もが安心して暮らせる社会を実現するための非常に重要な取組で

す。 

本市では、誰もが参加しやすい居場所づくりや活動の維持に向けて、取組や運営方

法の周知といった情報発信に力を入れていきます。 
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～多世代交流の実施や参加しやすいよう運用を工夫している団体の紹介～ 

居場所が多様化する中では、子育て世代や高齢者、外国人、その他同じ立場の方が

交流する場や、多世代が交流する場も存在しています。 

 

 

  
■コラム：「ふれあい交流サロン」 

■コラム：「不登校フォーラム」 

■コラム：「つながり文化講座」 

活動の様子 

（写真） 

活動の様子 

（写真） 

活動の様子 

（写真） 
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③人権・福祉等に対する意識の向上に向けた機会の提供 

すべての人が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていくためには、地域課題を我が事

として捉え、手法を工夫しながらみんなで地域に関わっていくことや、お互いの個性やラ

イフスタイルを理解し、尊重する地域をめざすことが重要です。 

近年では社会情勢の変化に伴い暴力被害や生活困窮など、困難な問題を抱える女

性や子供・若者が増加している中、本人の意思や権利を尊重した支援も課題となってい

ます。本市では、人権の尊重や支援が必要な人に対する理解を普及するため、人権フェ

スティバルや認知症サポーター養成講座、すいたＣＯＣＯＲＯフェス（吹田市障がい者週

間記念事業）、心のサポーター養成講座などを実施し、地域への意識啓発を図っていま

す。 

また、福祉に関わるきっかけや機会の提供を目的に、「福祉に関する意識啓発」を実

施したり、子供の頃から福祉を身近に感じてもらえるように、学校と連携して「福祉教育」

にも取り組んでいます。 

 

～福祉に関する意識啓発の取組について～ 

地域福祉に関心を持っていただくための機会の創出、福祉に関わる団体や活動内容

の周知を目的として開催しています。 

 

 

  

■コラム：「福祉に関する意識啓発の取組紹介」 

活動の様子 

（写真） 
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～福祉教育の取組について～ 

重層的支援体制整備事業（事業の詳細は●ページへ）の一環として、吹田市内の小

中学校からの依頼を受け、地域団体や福祉施設等と協力しながら福祉に関する講座や

体験を実施しています。児童生徒を対象に、人や地域、福祉への興味関心を高めること

や、他者も自分も大切にする心を育むことを目的として実施しています。 

 

 

 

 

 

  

■コラム：「福祉教育の取組紹介」 

・高齢者に向けたスマホ講座（北千里高校） 

社会福祉協議会、北千里高校、社会福祉法人

が連携して、福祉教育の一環として地域の高齢

者を対象にスマホ講座を実施しました。高齢者

の日常生活における困りごとを解決するだけで

なく、世代間交流の機会にもなりました。 

 

・受援力を高める福祉教育プロジェクト「ええやんプロジェクト」（山田中学校） 

「受援力」とはもともと防災用語で、災害

時に被災地が支援やボランティアを受け入

れる力として使用されていました。近年では、

困ったときに人に頼る、援助を受け取り生か

すための力として、さまざまな場面で重要視 

されています。この「受援力」を高めることを目的に、社会福祉協議会、山田中学校、

地区福祉委員会、NPO 法人、社会福祉法人、吹田市が連携して、ボードゲームを用

いたゲーム形式の福祉教育を実施しました。ゲームを通じて、困ったときは身近な大

人や支援機関を頼ること、困りごとに対する支援の種類について学びました。 

 

授業の様子 

写真 

講座の様子 

写真 
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基本目標 2公民協働で支え合う体制の充実 

施策の方向(1) 福祉・健康への取組の充実 

①つながりを意識した福祉や子供、若者の制度の充実 

子供・若者を取り巻く社会問題としては、不登校やひきこもり、ヤングケアラーなどが

挙げられます。これらは本人からの相談や助けを求める声が表面化しにくく、課題の早期

発見が困難であることや、家庭環境の影響を受けやすいといった特性があります。 

本市としては、関係機関との連携による早期発見・把握に努めながら子供・若者に対

する必要な支援へつなげるとともに、「日常生活の中で身近に接する地域住民による見

守りや気づき」と「支援者による専門的支援」とが、密接に連携する仕組みづくりを行う

など、様々な立場の方とのつながりを意識した取組や制度の充実に努めます。 

 

■コラム：「社会を明るくする運動 地域集会について」 

社会を明るくする運動とは、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理

解を深め、犯罪のない地域社会を築こうとする全国的な運動です。本市においては、運

動の強調月間である７月に、講演会や演奏会の実施により広く市民に周知を行う市民

集会や、地域主催で各地区ごとに異なったテーマで講演会等を行う地域集会を実施す

る等の啓発活動に取り組んでいます。 

地域集会には、保護司会等の更生保護団体や

地域諸団体、市役所職員、学校、小中学生など幅

広い分野や属性の地域住民が、講演会等の主催

者や参加者の立場で関わっており、顔の見える関

係づくりや地域の連携につながっています。 

また、本取組の特徴の１つとして、小学校の校長先生による学校現場についてのお話

や、人権、いじめ、防犯をテーマとした講演会等、対象者や地域の特色ごとに幅広い切り

口で講演会等を実施している点が挙げられます。子供・若者や働き手世代など、普段意

識的に地域福祉活動に携わる機会が少ない方に啓発を行う場合、このような幅広いテ

ーマで積極的に参加いただける方法を考えることも重要な点と考えられます。 

地域集会の 

写真 
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■コラム：「子供・若者の意見表明事例集」 

■コラム：「太陽の広場」 
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②健康づくりの推進と地域医療体制の充実 

本市では、健康すいた 21を策定し、健康寿命の延伸や、生活の質（ＱＯＬ）の向上を

目標に掲げ、北大阪健康医療都市「健都」の特長を生かした健康・医療のまちづくりの

推進や、学校・地域団体等の多様な主体との連携・交流の機会の提供などつながりを

通じた健康づくりを推進しています。また、地域住民が住み慣れた地域で安心して暮ら

せるよう、医療と介護が連携し、地域医療体制の充実を図っています。 

健康に関する取組として、運動機能維持等を目的としたいきいき百歳体操や、介護予

防に関する講演会の実施について地域住民と一緒に取り組んでおり、「吹田市民はつら

つ元気大作戦」の愛称で展開しています。また、住み慣れた地域で介護・医療のサービ

スを受けることができる地域密着型サービスでは、より良いサービスの提供方法等につ

いて地域団体の方や施設の従事者等と一緒に検討しています。このように様々な形で地

域住民と支援者が連携しながら取組を進めています。 

地域福祉の観点では、地域活動の担い手は高齢者世代の割合が高いこともあり、自

身の病気や親の介護といった健康に関する課題が活動の継続に影響を及ぼします。こ

のため、健康増進に関する取組による病気や介護の予防が、結果として地域の担い手

不足の解消にもつながるものと考えられます。今後も地域とのつながりを意識し、地域住

民や支援者など多様な立場の方と連携しながら事業を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■コラム：「地域献血による健康管理」 
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③地域貢献活動をする事業者との連携 

社会福祉法人や企業など民間の事業者の中には、地域貢献活動に取り組んでいると

ころも多くあります。事業者が地域貢献活動によって地域のニーズや実態を把握するこ

とで、地域密着型のサービスの提供や地域経済の活性化を促進したり、地域コミュニテ

ィに所属する人や団体同士の関わりや連帯感を生み出すことにより、誰もが住み慣れた

地域で自分らしく、安心、安全に暮らし続けることができる仕組みづくりである地域福祉

の推進につながります。 

本市では、包括連携協定により、事業者と複数の分野において連携して事業を進めて

いる他、個別の分野においても、地域に根付いた協力事業者とともに、高齢者見守り体

制づくり等を進めています。また、吹田市社会福祉協議会では、組織構成会員である

100を超える福祉施設が施設連絡会を組織し、地域貢献活動に取り組んでいます。 

地域貢献活動は、災害等による緊急時の対応の円滑化にもつながります。地域貢献

活動に取り組み、地域コミュニティでの関わりを持つことで、各分野の特色を生かした緊

急時の助け合いや資金確保の検討などスムーズに連携することができます。 

地域に根付いた企業や商店、社会福祉法人などの事業者は、地域住民の困りごとに

気付くきっかけを持ちやすい存在であり、地域課題の解決には公民協働が必要不可欠

です。市としては、今後も積極的に事業者との連携を図り、一体となった地域福祉の推進

に努めます。 

 

■防災に関する協定に基づく取組 

本市では、地震などの大規模災害が発生した場

合を想定し、各分野で高い能力を持つ市内の企業

や団体などの事業者と協定を締結しています。協

定締結事業者には、協定内容の確認や実証を行う

ため、災害対応能力の向上と防災意識の高揚を図

ることを目的として年に 1回市が実施する地域防

災総合訓練にも参加いただいています。 

他にも、ペットの避難訓練の実施や訓練周知用のチラシを掲示いただくなど、災害時

だけでなく平時から多様な方法で事業者と連携しながら防災活動に取り組んでいます。 

地域防災総合訓練の 

写真 
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■コラム：「金融機関による地域貢献活動」 

■コラム：「吹田市社会福祉協議会施設連絡会による地域貢献活動」 
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施策の方向(2) 暮らしを支える環境の整備  

① 誰もが暮らしやすい生活環境の形成 

本市では、年齢や性別、障がいの有無、国籍等に関わらず、すべての人が快適に暮ら

していくために、ユニバーサルデザインの考えに基づいた住環境の整備を進めています。

ユニバーサルデザインとは、できるだけ多くの人が使いやすいように最初から設計するこ

とです。例えば、車いすやベビーカーでも通りやすい道路幅の確保や段差のない通路の

設計、わかりやすい案内表示の整備等により、誰もが円滑に移動ができるようになります。

こうした工夫により、外出時の負担が軽減され、住民の社会参加の促進にもつながるこ

とが期待されています。 

また、日常生活の中で困ったときに気軽に相談したり、助け合ったりできるような身近

な関係づくりも重要です。住民同士がお互いに思いやりを持って支え・支えられながら、

互いに尊重し合う関係を築くことが、一人ひとりにとって暮らしやすいまちづくりにつなが

ります。 

本市としては、誰もが暮らしやすい生活環境の形成を目的とした住環境の整備や、制

度の普及等に向けた取組に努めます。 

  

■コラム：「合理的配慮について」 
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■コラム：「居住支援協議会について」 
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② 就労と働きやすい環境づくりへの支援 

今後、少子高齢化や人口減少に伴い、生産年齢人口の減少が見込まれています。現

状においても福祉や介護・保育分野では人手不足が課題となっており、高齢者人口の

増加に伴い、さらなる需要の増加と人材不足の深刻化が懸念されています。一方で高

齢や障がい、介護、子育て等の理由により、就労の意欲がありながら就労に結びついて

いない人が一定数いることも課題となっています。 

また、実態調査において、「再犯や再非行を防止するために必要なこと」として、「就労

が確保されること」が最も多い回答となっていることから、再犯防止の観点においても、

就労を希望する人がその能力や状況に応じて働くことができるような体制を充実してい

く必要があります。 

 さらに、子育てや介護をしている人に対しては、働き方改革を推進することで時短勤務

や在宅勤務等の柔軟な働き方を可能にし、ワークライフバランスの実現を図り、多様な人

たちが安心して働き続けられる職場環境を整備することが重要です。 

こうした状況を踏まえ、誰もが働きやすく、多様な働き方を選択できるように周知・啓発

を行うとともに、JOBナビすいたによる就労支援だけでなく、アスワークで実施しているひ

きこもりの方に関する就労相談や、生活保護受給者等の就労支援、くらしサポートセンタ

ーすいたによる自立支援、ひとり親家庭の就業支援など、専門の相談員による一人ひと

りの状況に応じた総合的な就職支援を進めています。 

 

  
■コラム：「介護保険サービス事業所に対する人材確保支援について」 

 

■コラム：「ひきこもり支援について」 
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基本目標 3 分野を超えて支え合う包括的支援体制の基盤強化

  

施策の方向(1) 権利擁護の推進 ～成年後見制度利用促進計画～ 

①意思決定支援を重視した成年後見制度等の利用促進 

権利擁護とは、判断能力が十分でない方の財産や権利、尊厳を守り、自分らしく安心

して暮らしていけるように支援をすることです。権利擁護の推進には、ただ本人の命や生

活を守るだけでなく「本人がどうしたいか」という意思を重視した支援（意思決定支援）

の視点が大切です。誰もが支える立場にも支えられる立場にもなる地域共生社会の実

現において、本人の意思を尊重しながら支えていく権利擁護支援の取組はとても重要と

なります。 

その権利擁護支援の手段の１つとして、成年後見制度があります。成年後見制度とは、

認知症や知的障がい、精神障がい等の理由によって判断能力が不十分な方の財産や

権利を守り、本人の意思を尊重しながら支援を行う制度です。成年後見制度を利用する

ことで、本人の状況にあった保護・支援を行う成年後見人等が、財産管理や福祉サービ

ス等の締結といった支援を行うため、住み慣れた地域で本人らしい生活を送ることがで

きます。本市では、このような意思決定支援を重視した成年後見制度の普及に向けて取

り組んでいきます。 

 

 

 

 

本市では、制度を必要とする方やその家族に情報を届け、制度を利用するにあたって

の相談・支援などを行うために、権利擁護支援における地域連携ネットワークの中核と

なる機関（中核機関）として、令和 6 年 7 月に「吹田市権利擁護・成年後見支援センタ

ー けんりサポートすいた」を設立しました。（けんりサポートすいたについては P●に記載

しています） 

不動産の売却が上手く 

できずに困っている 

高齢者のイラスト 

※対象となる課題が解決したら制度利用を終了できるよう、現在国で検討されています。 

成年後見人のイラスト 

（笑顔） 

高齢者のイラスト（笑顔） 
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成年後見制度のほかに判断能力が不十分な方の財産や権利を守る事業として、日

常生活自立支援事業もあります。社会福祉協議会が本人との契約に基づき、日常生活

の金銭管理や福祉サービスの利用援助などを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日常生活自立支援事業 

（本人の意思決定を支援） 

・福祉サービスの利用、日常生活の

金銭管理 等 

👉法的課題がない 

成年後見制度 

（本人の意思に基づき代理） 

・福祉サービスの利用、日常生活の

金銭管理 

・預貯金や不動産の管理 

・遺産分割協議 等 

👉生活全般の法律行為の援助 

■コラム：「意思決定支援ってどんなことをするの？」 

認知症があり、要介護１の A さん。園芸が趣味で、自転車

に乗ってよく近所の花屋に買い物に行っていました。しかし、事

故や途中で道に迷うことを心配した家族が「必要なものは買

ってくるから、もうやめて」と A さんに伝えたところ、「分かった」

とだけ言い残し、部屋を出て行きました。家族は、Aさんが納得 

してくれたと一安心。 

しかし、ケアマネジャーには A さんが元気がないように見え

ました。心配したケアマネジャーが、いろいろな角度から A さん

に話を聞いたところ、「花屋では自分の目で選びたい」、「買い

物の帰りに一人で喫茶店に寄ることも楽しみ」、「でも、家族に

心配はかけたくない」という本心が分かりました。 

そこでケアマネジャーは、花屋までは家族が車で送り、買い

物帰りに寄る喫茶店には時間を決めて迎えに行ってはどうか

と提案しました。家族もそれが負担ではないことを A さんに伝

えたところ、自分の気持ちに寄り添った提案をしてもらえた A

さんは元気を取り戻し、自転車に乗ることを控え、今まで以上

に園芸と喫茶店のコーヒーを楽しんでいます。 

 

権利擁護支援 

A さんと家族

のイラスト 

ケアマネジャ

ーと Aさんの

イラスト 

A さんと家族、

ケアマネジャー

のイラスト 
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②権利擁護支援に係る地域連携ネットワークの構築と強化 

認知症や知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力が不十分な状態であったと

しても、本人には意思や希望があり、それを実現するためには様々な分野が協力して支

援に取り組む必要があります。成年後見人だけが本人を支えるのではなく、福祉・医療

分野の関係者や専門職、ボランティア団体や事業者等といった本人にとって関わりのあ

る地域住民や支援者が連携し、チームとなって支援を続けていくことが重要です。 

本市では、この「吹田市成年後見制度利用促進計画」をもとに、支援を必要としてい

る方を発見し、支援に適切につなぐために地域が連携するためのネットワークの構築に

向けて取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

けんりサポートすいた（中核機関）を中心に展開するネットワークの図 

■コラム：「けんりサポートすいたとは？」 

吹田市から委託を受けて社会福祉協議会が運営して

いる、成年後見制度や権利擁護に関する相談支援機関で

す。吹田市成年後見制度利用促進計画に基づき、けんり

サポートすいたを中心に、権利擁護支援に関する取組を

市や支援機関を含む地域のみんなで協力して進めていく

ためのネットワーク作りに取り組んでいます。 

制度の広報・啓発や相談支援のほかにも、専門職（弁護士・司法書士・社会福祉

士）による相談や派遣を行っています。 

 

けんサポの写真 
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本市において、地域連携ネットワークの構築や強化を進めるために様々な取組を行っ

ています。 

◆吹田市権利擁護支援に係る地域連携ネットワーク協議会の開催 

学識経験者や専門職、医療機関や支援機関の関係者、公共的団体や金融機関の

代表者が参加する協議会を開催し、吹田市において権利擁護支援を進めていくため

の施策や地域課題に対して各分野からの意見をいただく場を設けています。 

◆市民や支援者向け研修、出前講座の開催 

中核機関が主催し、対象者別に成年後見制度等に関する研修を実施しています。

依頼に基づき、成年後見制度や権利擁護支援に関する出前講座も実施しています。 

◆市民後見人の養成や受任者調整の検討 

成年後見制度を利用する方を市全体で支えていけるように、市民後見人の養成や

受任者調整の導入を検討しています。市民後見人とは、養成講座を受講し後見活動

に必要な知識やスキルを習得した、弁護士や司法書士、社会福祉士などの資格を持

たない親族以外の市民の方です。地域の特性を理解した市民後見人が、対象となる

方を身近な立場で支援することで、本人の意思を尊重した支援が期待されます。そし

て市民後見人を成年後見人候補者として家庭裁判所に申立てするために必要なプ

ロセスが受任者調整です。受任者調整によって、本人の状態にあった後見人等の候

補者を市で検討し、家庭裁判所に申立てることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■コラム：「身寄りのない高齢者への支援について」 

今後、少子高齢化や単身世帯の増加によって身寄りのない高齢者への支援が課

題となることが予想されます。現在、国で検討されている主な支援内容としては、日常

生活の金銭管理や福祉サービスの利用援助、入院や入所手続き、死後事務の支援

等です。実施主体や市町村の関わり方についても検討が進められています。 

被後見人と市民後見人のイラスト（支援している様子） 
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施策の方向(2) 地域福祉のセーフティネットの拡充 

① 重層的な支援体制整備の推進    ～重層的支援体制整備事業実施計画～ 

本市では、2022 年度から重層的支援体制整備事業（以下「重層事業」といいます。）

を実施しています。重層事業は、既存の取組を生かし、複数の支援事業を、各分野の制

度や縦割りを超えて一体的に実施をすることで、市の支援機関や地域団体、地域活動

に参加する住民と連携して課題を抱える世帯への支援体制を整備し、地域共生社会の

実現をめざすものです。なお、重層事業では、以下の既存及び新規事業等を一体的に

実施します。（重層事業に資する取組の一覧は●ページへ） 

 

【１】相談支援事業 

世代や属性を問わず相談を受け止め、複雑化・複合化した課題等を把握する事業 

◆法定事業にあてはまる市の支援機関（事業）例 

地域包括支援センター、障がい者相談支援センター、子育て支援コンシェルジュ事業、

くらしサポートセンターすいた 他 

【２】参加支援事業 新規 

様々な体験等を通じて社会とのつながりをつくる事業 

【３】地域づくり事業 

住民と地域の多様な活動や資源とのつながりが生まれる環境を整備する事業 

◆法定事業にあてはまる市の支援機関（事業）例 

住民主体の介護予防活動支援事業（いきいき百歳体操）、地域活動支援センター、

のびのび子育てプラザ、小地域ネットワーク活動 他  

【４】アウトリーチ等を通じた継続的支援 新規 

訪問等により本人と継続的につながるための信頼関係を構築する機能 

【５】多機関協働 新規 

本人や世帯を取り巻く複数の支援機関の役割りを調整する機能 

【６】支援プランの作成 新規 

「多機関協働」により支援が必要と判断された場合に、提供する支援の種類や内容

等が記載された支援プランを作成する機能 
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■コラム：「重層事業の全体イメージ例」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「親の介護が大変で、、、」という相談であっても、話を聞くと実は不登校の子供の

世話による負担も重なっているなど、複雑・複合的な背景が見えることがあります。こ

の場合、属性を問わず一旦受けとめ（【１】）、必要に応じて関係機関を集めて課題

の共有や役割分担を行い（【５】【６】）、組織的に課題解決に向けて支援を実施しま

す。親や子供など本人が支援を受ける必要性を感じていない場合は、本人のもとへ

伺い（【４】）、状況の確認や信頼関係の構築に向けて取り組む場合もあります。 

「学校以外でも子供が通える居場所があると嬉しい」というお話があった場合は、

地域の居場所活動（【３】）につなげることも考えられます。また、必要に応じてより個

別のニーズに合った居場所や体験がないかを探して地域資源との調整・マッチング

を行います（【２】）。このような個別のマッチングの実績を積み重ねて課題を分析し

てくことで、従来の地域づくり事業の運用方法の見直しや支援メニューの拡充など、

より地域のニーズに合った事業展開をめざします。 

重層事業では【１】から【６】を多機関と連携しながら一体的に実施することで、自

殺対策や孤独・孤立対策など、幅広く複雑・複合化した課題に向けた対応ができる

よう、包括的な支援体制を整備していきます。 



 

52 

 

◆受けとめ隊 

相談者の相談内容から課題が複雑・複合化していることが判明し、相談先の室課や

支援機関のみでは対応が困難な場合や既存の連携体制で対応できるか判断に迷う場

合は、各室課に配置されている受けとめ隊に相談します。 

受けとめ隊は、各室課や支援機関との連携方法を一緒に検討し、必要に応じて相談

内容を多機関協働事業者（●ページを参照）へつなぎます。また、様々な機関による支

援検討の現場を知るため、担当の支援者と一緒に会議に出席する他、重層事業にかか

る庁内研修等にも出席します。これらの取組により連携意識の醸成を図り、受けとめ隊を

通して庁内における重層事業の周知・啓発及び連携スキルの向上をめざします。 

受けとめ隊は福祉部局のみならず複雑・複合化した相談に関わる複数の室課に配置

し、事業の浸透状況や関連度合いを見ながら段階的に更に他の室課への配置も検討し

ます。これにより各室課と支援機関の連携強化を図ります。 

■受けとめ隊による支援連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域の相談窓口 

受けとめ隊と同様に、吹田市社会福祉協議会、地域包括支援センター、障がい者相

談支援センター等については、「地域の相談窓口」として、世代や属性を問わず相談内

容に応じて適切な専門機関等へつなぎ、問題の解決に向けたサポートをします。市役所

だけでなく地域の中でも世帯の課題を見落とさない包括的な相談支援体制を構築しま

す。 
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◆多機関協働事業者と３つの会議 

包括的な相談支援体制の中で受けとめた相談のうち、既存の連携体制や相談先の

機関のみでは対応が困難な複雑化・複合化したケース等については、受けとめ隊からの

相談を受けた多機関協働事業者がその都度関係機関を招待して会議を開催し、組織

的に課題の解決にあたります。 

多機関協働事業者は、ケースの調整役を担い、関係機関の役割分担や支援の方向

性を定め、支援プランの策定を行う等により重層事業に関わる関係者の連携の円滑化

を進めます。 

なお、本市では重層事業において、目的が異なる３種類の会議体を設置します。 

重層ミャクミャク会議 

（支援が多機関の支援者た

ちや地域に脈々と受け継がれ

ていくようにという意味を込め

ています。） 

■本人の同意の上で支援プランを作成し、所管室課

や支援機関等とともに支援を実施。 

■必要に応じて「アウトリーチ等を通じた継続的支

援」「参加支援事業」についても必要に応じて検

討。 

重層プレミャクミャク会議 

（支援が脈々と受け継がれる

ために先立って準備ができる

ようにという意味を込めてい

ます。） 

■本人の同意が得られないケースに対して、構成員

に守秘義務を設けた上で個人情報を共有。 

■将来的に複雑な課題に発展する恐れのある「潜在

的相談者」の確認や支援につなげるアプローチの

検討を実施。 

重層井戸端会議 

（気軽に集まって会話ができ

るようにという意味を込めて

います。） 

■特定の個人についてではなく、課題の複雑化・複

合化等により対応が困難なケースに対して、関係

室課に気軽に助言等をもらう場。 
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■コラム：「地域の相談窓口を担う３つの機関】 

吹田市社会福祉協議会（主に CSWの説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者相談支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動写真 

活動写真 

活動写真 
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②地域の安心・安全を支える体制の強化 

頻発する自然災害や、特殊詐欺の件数の増加等については、近年における社会的課

題となっています。地域における困りごとは分野や世代ごとにさまざまですが、防災・防犯

に関する困りごとについては、分野等を問わず地域共通の根深い課題として認知されて

います。 

本市では、高齢者や障がい者など自ら避難すること

が困難で支援を必要とする方（災害時要援護者）が、

被災時に必要な避難行動や支援を自ら確認するため

の行動計画書である個別避難計画の作成を進めてい

ます。この取組は、自分の周りにはどのような頼れる人

や組織があるのかを平時から把握し、地域とのつなが

りを意識するきっかけにもなります。また、平時から災害時要援護者の状況把握などに努

める自治会、自主防災組織等である地域支援組織と協定を締結し、必要な支援体制の

構築を図っています。 

防犯に関しては、本市は 2023 年度に大阪府吹田警察署と「吹田市民を犯罪から守

るための連携協定」を締結しており、防犯に関する研修会やイベントの共催など、連携を

進めています。 

今後もこれらをはじめとするさまざまな取組により、分野を超えてさまざまな支援機関

とも協働しながら課題解決につながる取組を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別避難計画 

勉強会の写真 
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～再犯防止推進計画～ 

国の刑法犯検挙者数に占める再犯者率は常に上昇し続けていましたが、2021 年以

降は減少傾向にあり、2024年には 46.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コラム：「吹田市民を犯罪から守るための連携協定に基づく取組紹介」 

本文調整中 
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■コラム：「災害時に向けた吹田市社会福祉協議会との連携」 




